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	仙台市は社会実験の名を借りてタバコ産業から喫煙所（施設）をもらい、
	公園内に喫煙施設を設置することを止めてください
	説明
	2020/11/27総務省東北管区行政評価局の「国の行政機関における職員への禁煙サポートの推進に関する実態調査の結果」を踏まえ、当該公園の屋外喫煙室を使用している国家公務員、地方公務員の利用を止めさせ、禁煙支援サポートこそなされるべきです。
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	設備を提供するタバコ会社にすれば、何年にもわたって、例えば１日 1,000 人が利用すれば、1年で約 1,000 万円のタバコが消費されるので、タバコ業界には 380 万円が収入となり、自治体には 260 万円の地方タバコ税が入り、国には 230 万円のタバコ税が入るという「うまみ」が発生します。
	タバコ会社はこの収入があるからこそ無償で本所を設置し、支出を回収する訳で、しかも喫煙者が減る歯止めにしようとしています。行政はこれに便乗し、タバコ税を得るという持たれあいと利益共有関係が発生しています。
	今回の仙台市がJTをパートナーとして行う「社会実験」は、日本が 2005 年に批准した「たばこ規制枠組条約」（FCTC）の以下の5条3項および13条 とガイドラインの「行政機関はタバコ産業からの金銭・寄付・サービスなどを受け取るべきではない」に違反し、不当です。したがって条約に違反するタバコ産業拠出の喫煙所は設置されるべきではなく、寄贈を受け取るべきではありません。
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